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議案第２０号

令和７年度越生町、毛呂山町外４組合公平委員会特別会計予算

令和７年度越生町、毛呂山町外４組合公平委員会特別会計予算を別冊のとおり定めることについて議決を求める。

令和７年３月４日提出

越生町長 新 井 康 之

提 案 理 由

令和７年度越生町、毛呂山町外４組合公平委員会特別会計予算を調製したので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２

１１条第１項の規定により提出するものである。





令和７年度

越生町、毛呂山町外４組合

公平委員会特別会計予算





令和７年度越生町、毛呂山町外４組合公平委員会特別会計予算

令和７年度越生町、毛呂山町外４組合公平委員会特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２８６千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は 「第１表 歳入歳出予算」による。、

令和７年３月４日提出

越生町長 新 井 康 之
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令和７年度

当初予算に関する説明書
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１　特別職

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

（単位　千円）

本年度

前年度

3

その他の
特 別 職

計

長　等

議　員

その他の
特 別 職

計

備　考共済費 合　計
報　酬 通勤手当 計

退職手当
負担金

区　分

0

0

0

0

給　料 地域手当

比　較

0 0 0

0 0 0

計

3

3

0

0

0

0

長　等

議　員

その他の
特 別 職

0

0

長　等

議　員

0

0

3

期末手当
年間支給率

（月分）

給　　　　与　　　　費

職員数
（人）

77 0 0

77 0 0

0

0

0

00

0 77

0

0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0

0

0

0

0

0

0 0 0

77 0 0

77 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 77 0 77

0 77

0 77 0

0 0 0 0

0 0 0 0

77

給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

0 77 0 77
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議案第２１号

令和７年度越生町国民健康保険特別会計予算

令和７年度越生町国民健康保険特別会計予算を別冊のとおり定めることについて議決を求める。

令和７年３月４日提出

越生町長 新 井 康 之

提 案 理 由

令和７年度越生町国民健康保険特別会計予算を調製したので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１１条第１項の規

定により提出するものである。





令和７年度

越生町国民健康保険特別会計予算





令和７年度越生町国民健康保険特別会計予算

令和７年度越生町の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，２３０，４５５千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は 「第１表 歳入歳出予算」による。、

（歳出予算の流用）
第２条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により、歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次の

とおりと定める。

（１）保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における款内でのこれらの経費の各項の間の流用。

令和７年３月４日提出

越生町長 新 井 康 之
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令和７年度

当初予算に関する説明書
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１　一般職

（１）会計年度任用職員

         ( 3)

0

         ( 3)

0

         ( 0)

0

※　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算の基礎となったものを記載。

※　括弧内は、会計年度任用職員の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務することを要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員で

　外書き。

本年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

前年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

比　較 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（２）　給料及び職員手当の増減の内訳

0

給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

手　当 0
制度改正に伴う増減分 0

給　料 0

昇給に伴う増減分 0

　　その他の増減分 0

その他の増減分

（単位　千円）

区　分 増減額 増減事由別内訳 説明 備考

勤勉手当
時間外

勤務手当
通勤手当 住居手当 児童手当 日直手当

職員手当
の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 管理職手当 期末手当

比　較 △ 19 0 0 △ 19 0 △ 19

管理職員
特別勤務手当

退職手当
負担金

備考

本年度 120 0 0 120 0 120

前年度 139 0 0 139 0 139

（単位　千円）

区　分
職員数
（人）

給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当 計
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議案第２２号

令和７年度越生町介護保険事業特別会計予算

令和７年度越生町介護保険事業特別会計予算を別冊のとおり定めることについて議決を求める。

令和７年３月４日提出

越生町長 新 井 康 之

提 案 理 由

令和７年度越生町介護保険事業特別会計予算を調製したので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１１条第１項の規

定により提出するものである。





令和７年度

越生町介護保険事業特別会計予算





令和７年度越生町介護保険事業特別会計予算

令和７年度越生町の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，３６５，２８９千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は 「第１表 歳入歳出予算」による。、

（歳出予算の流用）
第２条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により、歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次の

とおりと定める。

（１）保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における款内でのこれらの経費の各項の間の流用。

令和７年３月４日提出

越生町長 新 井 康 之
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令和７年度

当初予算に関する説明書
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１　一般職

（１）　総括

         ( 5)

1

         ( 5)

1

         ( 0)

0

※　括弧内は、短時間勤務職員で外書き。

本年度 0 0 0 1,317 1,128 180 0 0 0 0 0 0

前年度 0 0 0 1,241 1,086 180 0 0 0 0 0 0

比　較 0 0 0 76 42 0 0 0 0 0 0 0

　　ア　会計年度任用職員以外の職員

         ( 0)

1

         ( 0)

1

         ( 0)

0

※　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算の基礎となったものを記載。

※　括弧内は、再任用短時間勤務職員で外書き。

本年度 0 0 0 0 0 180 0 0 0 0 0 0

前年度 0 0 0 0 0 180 0 0 0 0 0 0

比　較 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計

本年度 7,197 0 2,625 9,822

（単位　千円）

区　分
職員数
（人）

給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当

0 9,822

前年度 7,316 0 2,507 9,823 0 9,823

比　較 △ 119 0 118 △ 1 0 △ 1

管理職員
特別勤務手当

退職手当
負担金

備考

（単位　千円）

区　分
職員数
（人）

給与費
共済費 合計 備考

勤勉手当
時間外

勤務手当
通勤手当 住居手当 児童手当 日直手当

職員手当
の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 管理職手当 期末手当

報酬 給料 職員手当 計

本年度 0 0 180 180 0 180

前年度 0 0 180 180 0 180

比　較 0 0 0 0 0 0

管理職員
特別勤務手当

退職手当
負担金

備考勤勉手当
時間外

勤務手当
通勤手当 住居手当 児童手当 日直手当

職員手当
の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 管理職手当 期末手当

給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書
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　　イ　会計年度任用職員

          ( 5)

          ( 5)

          ( 0)

※　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算の基礎となったものを記載。

※　括弧内は、会計年度任用職員の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務することを要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員で

　外書き。

本年度 0 0 0 1,317 1,128 0 0 0 0 0 0 0

前年度 0 0 0 1,241 1,086 0 0 0 0 0 0 0

比　較 0 0 0 76 42 0 0 0 0 0 0 0

（２）　給料及び職員手当の増減の内訳

0

　　その他、給料表改定に伴うはね返り

（単位　千円）

区　分
職員数
（人）

給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当 計

本年度 7,197 0 2,445 9,642 0 9,642

前年度 7,316 0 2,327 9,643 0 9,643

比　較 △ 119 0 118 △ 1 0 △ 1

管理職員
特別勤務手当

退職手当
負担金

備考

（単位　千円）

区　分 増減額 増減事由別内訳 説明 備考

勤勉手当
時間外

勤務手当
通勤手当 住居手当 児童手当 日直手当

職員手当
の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 管理職手当 期末手当

手　当 118

給　料 0

昇給に伴う増減分 0

期末手当支給率の改定に伴う増

　　その他の増減分 0

その他の増減分

制度改正に伴う増減分 118 勤勉手当支給率の改定に伴う増
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議案第２３号

令和７年度越生町後期高齢者医療特別会計予算

令和７年度越生町後期高齢者医療特別会計予算を別冊のとおり定めることについて議決を求める。

令和７年３月４日提出

越生町長 新 井 康 之

提 案 理 由

令和７年度越生町後期高齢者医療特別会計予算を調製したので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１１条第１項の

規定により提出するものである。





令和７年度

越生町後期高齢者医療特別会計予算





令和７年度越生町後期高齢者医療特別会計予算

令和７年度越生町の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２２２，６２１千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は 「第１表 歳入歳出予算」による。、

令和７年３月４日提出

越生町長 新 井 康 之
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令和７年度

当初予算に関する説明書
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議案第２４号

令和７年度越生町水道事業会計予算

令和７年度越生町水道事業会計予算を別冊のとおり定めることについて議決を求める。

令和７年３月４日提出

越生町長 新 井 康 之

提 案 理 由

令和７年度越生町水道事業会計予算を調製したので、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２４条第２項の規定に

より提出するものである。





令 和 ７ 年 度

越生町水道事業会計予算書





 （総則）

第１条　令和７年度越生町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。　

 （業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　  （１）　 5,411 戸

　  （２）　 1,202,663 ㎥

  　（３）　 3,295 ㎥

  　（４）　 81,518 千円

 （収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

  第１款　  水 道 事 業 収 益 306,591 千円

　　　第１項　　営 業 収 益 301,845 千円

　　　第２項　　営 業 外 収 益 4,740 千円

　　　第３項　　特 別 利 益 6 千円

　第１款　  水 道 事 業 費 用 300,134 千円

　    第１項    営 業 費 用 287,417 千円

　 　 第２項    営 業 外 費 用 10,715 千円

　　  第３項    特 別 損 失 2 千円

　　  第４項    予 備 費 2,000 千円

 （資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額

   に対して不足する額55,426千円は過年度分損益勘定留保資金で補てんするものとする。）　

　第１款　  資 本 的 収 入 39,143 千円

　　  第１項    企 業 債 30,700 千円

　　  第２項    出 資 金 0 千円

　　  第３項    工 事 負 担 金 400 千円

　　  第４項    補 助 金 8,043 千円

　　  第５項    寄 付 金 0 千円

　第１款　　資 本 的 支 出 94,569 千円

　　  第１項    建 設 改 良 費 86,288 千円

　　  第２項    企 業 債 償 還 金 8,281 千円

令 和 ７ 年 度 越 生 町 水 道 事 業 会 計 予 算

収　　　　入

支　　　　出

収　　　　入

主要な建設事業の概要　　改良事業費

支　　　　出

給 水 戸 数

年 間 総 給 水 量

一 日 平 均 給 水 量
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 （企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（単位：千円）

 （一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。

 （予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

    （１）　営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又

   はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　（１）　職 員 給 与 費 千円

　　（２）　交     際     費 千円

 （他会計からの補助金）

第９条　企業債償還金支払利息に充てるため、一般会計から補助を受ける金額は、３７３千円

　である。

 （たな卸資産購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、８，０００千円と定める。

令和７年３月４日提出

越生町長　　新　井　康　之

　政府資金及び地方公共団体金融
機構資金については、その融資条
件により、銀行その他の場合にはそ
の債権者と協定するものによる。た
だし、企業財政の都合により据置期
間及び償還期限を短縮し、若しくは
繰上償還又は低利に借換えること
ができる。

償還の方法利率

68,541
10

建設改良事業 ３０，７００

　　　　５．０％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れ
る資金について、
利率の見直しを
行った後において
は、当該見直し後
の年度における利
率とする）

起債の目的 限度額 起債の方法

普通貸借
（証書借入）

又は
証券発行
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令和７年度越生町水道事業会計予算実施計画

１　収益的収入及び支出

（１）収　入 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　　考

水道事業収益 306,591

 営業収益 301,845

給水収益 285,413

受託工事収益 512

その他営業収益 15,920

 営業外収益 4,740

受取利息及び配当金 1

他会計補助金 372

雑収益 286

長期前受金戻入 4,081

 特別利益 6

固定資産売却益 1

過年度損益修正益 1

その他特別利益 1

貸倒引当金戻入 1

賞与引当金戻入 1

法定福利費引当金戻入 1

（２）支　出 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　　考

水道事業費用 300,134

 営業費用 287,417

原水及び浄水費 126,674

配水及び給水費 47,086

受託工事費 512

総係費 50,232

減価償却費 61,587

資産減耗費 1,300

その他営業費用 26

 営業外費用 10,715

支払利息及び
企業債取扱諸費

713

雑支出 2

消費税 10,000

 特別損失 2

固定資産売却損 1

過年度損益修正損 1

 予備費 2,000

予備費 2,000
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２　資本的収入及び支出

（１）収　入 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　　考

 資本的収入 39,143

 企業債 30,700

 企業債 30,700

 出資金 0

 出資金 0

 工事負担金 400

 工事負担金 400

 国庫補助金 8,043

 国庫補助金 8,043

 寄付金 0

 寄付金 0

（２）支　出 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　　考

 資本的支出 94,569

 建設改良費 86,288

 事務費 616

 改良事業費 81,518

 固定資産購入費 4,154

 企業債償還金 8,281

 企業債償還金 8,281
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１．営業収益 円 円 円

　（１）給水収益 260,119,090

　（２）受託工事収益 45,454

　（３）その他営業収益 11,760,700 271,925,244

２．営業費用

　（１）原水及び浄水費 114,216,201

　（２）配水及び給水費 43,408,118

　（３）受託工事費 51,819

　（４）総係費 42,644,856

　（５）減価償却費 61,869,000

　（６）資産減耗費 1,300,000

　（７）その他営業費用 10,000 263,499,994

   営業利益 8,425,250

３．営業外収益

　（１）受取利息及び配当金 22,423

　 (２）他会計補助金 509,504

　 (３）長期前受金戻入 3,964,000

　（４）雑収益 311,019

　（５）消費税還付金 0 4,806,946

４．営業外費用

　（１）支払利息及び企業債取扱諸費 607,554

　（２）雑支出 0 607,554 4,199,392

   経常利益 12,624,642

５．特別利益

　（１）固定資産売却益 0

　（２）過年度損益修正益 0

　（３）賞与引当金戻入 0

　（４）法定福利費引当金戻入 0 0

６．特別損失

　（１）固定資産売却損 0

　（２）過年度損益修正損 90,910 90,910 △ 90,910

   当年度純利益　 12,533,732

   前年度繰越利益剰余金 90,137,181

   当年度末剰余金 102,670,913

   その他未処分利益剰余金変動額 291,230,794

   当年度未処分利益剰余金 393,901,707

令和６年度越生町水道事業予定損益計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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令和６年度越生町水道事業予定貸借対照表

 （令和７年３月３１日）

資  産  の  部

1.固 定 資 産 円 円 円 円

　(1)有形固定資産

　 ｲ 土地 108,859,416

　 ﾛ 建物　  226,503,655

　　減価償却累計額 △ 137,787,510 88,716,145

　 ﾊ 構築物 2,598,085,923

　　減価償却累計額 △ 1,591,449,342 1,006,636,581

　 ﾆ 機械及び装置 999,344,652

　　減価償却累計額 △ 874,674,050 124,670,602

　 ﾎ 車両運搬具 8,901,080

　　減価償却累計額 △ 6,524,502 2,376,578

　 ﾍ 工具器具及び備品 10,795,397

　　減価償却累計額 △ 8,459,623 2,335,774

　 ﾄ 建設仮勘定 0

　　有形固定資産合計 1,333,595,096

　(2)無形固定資産

　 ｲ 水利権 0

　 ﾛ その他無形固定資産 8,260,000

　　無形固定資産合計 8,260,000

　(３)投資その他の資産

　 ｲ 投資有価証券 0

　　投資合計 0

　　固定資産合計 1,341,855,096

2.流 動 資 産

　(1) 現金預金 487,711,192

　(2) 未収金 10,291,731

　(3) 貯蔵品 6,531,039

　(4) 前払費用 0

　(5) その他流動資産 △ 184,089

　　流動資産合計 504,349,873

　　資産合計 1,846,204,969
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負  債  の  部

1.固 定 負 債 円 円 円 円

　(1) 企業債

　 ｲ 建設改良等企業債 48,044,516

　　固定負債合計 48,044,516

2.流 動 負 債

　(1) 企業債

　 ｲ 建設改良等企業債 8,280,309

　(2) 引当金

　 ｲ 賞与引当金 3,809,000

　 ﾛ 法定福利費引当金 2,441,000

　(3) 未払金 15,652,467

　(4) 預り金 9,691

　(5) 前受金 0

　(6) その他流動負債 0

　　流動負債合計 30,192,467

3.繰延収益

　(1) 長期前受金 464,523,792

　(2) 長期前受金収益化累計額 △ 346,964,523

　　繰延収益合計 117,559,269

　　負債合計 195,796,252

資  本  の  部

1.資 本 金 円 円 円 円

　(1) 自己資本金 1,222,863,600

　　資本金合計 1,222,863,600

2.剰 余 金

　(1) 資本剰余金

　　ｲ 補助金 28,440,386

　　ﾛ 工事負担金 5,203,024

　　資本剰余金合計 33,643,410

　(2) 利益剰余金

　　ｲ 繰越利益剰余金 90,137,181

　　ﾛ 当年度純利益 12,533,732

　　ﾊ その他未処理利益剰余金変動額 291,230,794

　　利益剰余金合計 393,901,707

　　剰余金合計 427,545,117

　　資本合計 1,650,408,717

　　負債資本合計 1,846,204,969
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令和７年度越生町水道事業予定貸借対照表

 （令和８年３月３１日）

資  産  の  部

1.固 定 資 産 円 円 円 円

　(1)有形固定資産

　 ｲ 土地 108,859,416

　 ﾛ 建物　  226,503,655

　　減価償却累計額 △ 141,998,510 84,505,145

　 ﾊ 構築物 2,657,261,268

　　減価償却累計額 △ 1,635,488,342 1,021,772,926

　 ﾆ 機械及び装置 1,016,743,051

　　減価償却累計額 △ 886,772,050 129,971,001

　 ﾎ 車両運搬具 8,901,080

　　減価償却累計額 △ 7,098,502 1,802,578

　 ﾍ 工具器具及び備品 12,098,927

　　減価償却累計額 △ 9,024,623 3,074,304

　 ﾄ 建設仮勘定 0

　　有形固定資産合計 1,349,985,370

　(2)無形固定資産

　 ｲ 水利権 △100,000

　 ﾛ その他無形固定資産 8,260,000

　　無形固定資産合計 8,160,000

　(３)投資その他の資産

　 ｲ 投資有価証券 0

　　投資合計 0

　　固定資産合計 1,358,145,370

2.流 動 資 産

　(1) 現金預金 498,747,456

　(2) 未収金 15,584,000

　(3) 貯蔵品 12,503,767

　(4) 前払費用 0

　(5) その他流動資産 △ 184,089

　　流動資産合計 526,651,134

　　資産合計 1,884,796,504
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負  債  の  部

1.固 定 負 債 円 円 円 円

　(1) 企業債

　 ｲ 建設改良等企業債 72,747,348

　　固定負債合計 72,747,348

2.流 動 負 債

　(1) 企業債

　 ｲ 建設改良等企業債 5,996,477

　(2) 引当金

　 ｲ 賞与引当金 3,896,000

　 ﾛ 法定福利費引当金 2,498,000

　(3) 未払金 21,985,700

　(4) 預り金 9,691

　(5) 前受金 0

　　流動負債合計 34,385,868

3.繰延収益

　(1) 長期前受金 472,142,792

　(2) 長期前受金収益化累計額 △ 350,221,523

　　繰延収益合計 121,921,269

　　負債合計 229,054,485

資  本  の  部

1.資 本 金 円 円 円 円

　(1) 資本金 1,222,863,600

　　資本金合計 1,222,863,600

2.剰 余 金

　(1) 資本剰余金

　　ｲ 補助金 28,440,386

　　ﾛ 工事負担金 5,203,024

　　資本剰余金合計 33,643,410

　(2) 利益剰余金

　　ｲ 繰越利益剰余金 102,670,913

　　ﾛ 当年度純利益 5,333,302

　　ﾊ その他未処理利益剰余金変動額 291,230,794

　　利益剰余金合計 399,235,009

　　剰余金合計 432,878,419

　　資本合計 1,655,742,019

　　負債資本合計 1,884,796,504
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Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー
　当年度純利益 5,333,302
　減価償却費 61,587,000
　固定資産除却費 1,000,000
　退職給付引当金の増加額 0
　賞与引当金の増加額 87,000
　法定福利費引当金の増加額 57,000
　貸倒引当金の増加額 0
　長期前受金戻入額 △ 4,081,000
　受取利息及び企業債取扱諸費 △ 1,000
　支払利息及び企業債取扱諸費 713,000
　営業及び営業外未収金増加額 △ 5,292,269
　たな卸資産の増加額 △ 5,972,728
　営業及び営業外未払金増加額・未払費用増加額 △ 3,666,767
　前払金・前払費用減少額 0
　前受金・仮受金増加額 0
　その他流動負債の増加額 0
　その他流動資産の減少額 0
　小　　計 49,763,538
　受取利息及び配当金 1,000
　支払利息及び企業債取扱諸費 △ 713,000
　業務活動によるキャッシュフロー① 49,051,538

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー
　固定資産取得・建設改良事業等実施額 △ 78,877,274
　国庫補助金による収入 8,043,000
　他会計補助金による収入 0
　工事負担金による収入 400,000
　寄付金による収入 0
　固定資産売却による収入 0
　有価証券購入による支出 0
　投資活動に伴う未収金等の債権の減少額 0
　投資活動に伴う未払金等の債権の増加額 10,000,000
　投資活動によるキャッシュ・フロー② △ 60,434,274

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー
　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 30,700,000
　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 8,281,000
　その他の企業債による収入 0
　その他の企業債による支出 0
　リース債務の支払 0
　一時借入による収入 0
　一時借入金の返済による支出 0
　短期貸付返還による収入 0
　他会計からの出資による収入 0
　財務活動によるキャッシュ・フロー③ 22,419,000

Ⅳ現金預金の増加④＝①＋②＋③ 11,036,264
Ⅴ現金預金の期首残高 487,711,192
Ⅵ現金預金の期末残高 498,747,456

令和７年度越生町水道事業当初予算予定キャッシュフロー計算書（間接法）

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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注記

１　重要な会計方針

　　財務諸表等については、改定後の地方公営企業会計基準を適用し作成している。

（１）  資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

・満期保有目的債権　　償却原価法（利息法）

ロ　貯蔵品

・先入先出法による原価法

（２）固定資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産　　定額法

・主な耐用年数

　建物　１５～５０年 構築物　２５～４０年　　　　機械及び装置　８～１５年

　車両運搬具　５年 工具器具及び備品　３～１５年

ロ　無形固定資産　　定額法

（３）引当金の計上方法

イ　退職給付引当金

・本町は埼玉県市町村総合事務組合に加入しており、一般会計との取り決めにより、水道

　事業会計が一般負担金を拠出し、一般会計は特別負担金を措置することとしているため、

　退職給付引当金は計上しない。

ロ　賞与引当金

・職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に

　基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

ハ　法定福利費引当金

・職員の期末手当及び勤勉手当の支給に伴う埼玉県市町村職員共済組合負担金の拠出に備

　えるため、当事業年度末における拠出見込額に基づき当事業年度の負担に属する額を計

　上している。

ニ　貸倒引当金

・債権の不納欠損による損失に備えるため、実績等による回収不能見込額を計上している。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方法によっている。
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1
1
7

国
庫

補
助

金
長

期
前

受
金

戻
入

2
,5

2
1

 減
価

償
却

費
補

助
金

分
2
,5

2
1

受
贈

財
産

評
価

額
長

期
前

受
金

戻
入

6
2
3

 減
価

償
却

費
受

贈
財

産
評

価
額

分
6
2
3

工
事

負
担

金
長

期
前

受
金

戻
入

8
7
4

 減
価

償
却

費
工

事
負

担
金

分
8
7
4

他
会

計
負

担
金

長
期

前
受

金
戻

入
6
3

 減
価

償
却

費
他

会
計

負
担

金
分

6
3

特
別

利
益

6
6

0

固
定

資
産

売
却

益
1

1
0

固
定

資
産

売
却

益
1

 項
目

設
定

1

過
年

度
損

益
修

正
益

1
1

0

過
年

度
損

益
修

正
益

1
 項

目
設

定
1

そ
の

他
特

別
利

益
1

1
0

そ
の

他
特

別
利

益
1

 項
目

設
定

1

貸
倒

引
当

金
戻

入
1

1
0

貸
倒

引
当

金
戻

入
1

 項
目

設
定

1

賞
与

引
当

金
戻

入
1

1
0

賞
与

引
当

金
戻

入
1

 項
目

設
定

1

法
定

福
利

費
引

当
金

1
1

0

戻
入

法
定

福
利

費
引

当
金

戻
入

1
 項

目
設

定
1
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区
　

　
　

　
分

金
　

額

水
道

事
業

費
用

3
0
0
,1

3
4

2
9
7
,9

7
8

2
,1

5
6

営
業

費
用

2
8
7
,4

1
7

2
8
5
,2

1
5

2
,2

0
2

原
水

及
び

浄
水

費
1
2
6
,6

7
4

1
2
7
,5

8
5

△
 9

1
1

給
 料

1
1
,4

1
0

 職
員

３
人

分
1
1
,4

1
0

手
 当

3
,0

8
4

 扶
養

手
当

 
0

 地
域

手
当

2
2
9

 住
居

手
当

5
4

 通
勤

手
当

1
2
3

 時
間

外
勤

務
手

当
5
0
0

 期
末

手
当

1
,1

8
2

 勤
勉

手
当

9
9
6

法
 定

 福
 利

 費
3
,0

6
9

 共
済

組
合

負
担

金
3
,0

6
9

備
 消

 耗
 品

 費
8
3
5

 備
品

費
4
3
5

 消
耗

品
費

4
0
0

燃
 料

 費
1
6

 自
家

発
電

機
用

軽
油

1
6

通
 信

 運
 搬

 費
6
4
7

 電
信

電
話

料
金

6
4
7

委
 託

 料
2
6
,7

5
4

 電
気

保
安

管
理

5
1
3

 計
装

機
器

点
検

整
備

3
,7

0
4

 浄
水

場
管

理
業

務
1
9
,4

0
4

 膜
ろ

過
施

設
保

守
管

理
2
,4

4
2

 黒
山

中
区

配
水

場
配

水
池

清
掃

業
務

委
託

他
6
9
1

手
 数

 料
6
,1

1
4

 水
質

検
査

6
,1

0
0

 保
菌

検
査

1
4

賃
 借

 料
3
2
1

 重
機

借
上

料
3
2
1

比
  

  
較

節
説

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
明

款
・
項

目
本

 年
 度

前
 年

 度
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区
　

　
　

　
分

金
　

額
比

  
  

較
節

説
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

明
款

・
項

目
本

 年
 度

前
 年

 度

修
 繕

 費
1
,6

9
3

 構
築

物
6
9
3

 機
械

及
び

装
置

1
,0

0
0

動
 力

 費
1
4
,6

8
8

 浄
水

場
 

9
,9

2
4

 県
水

受
水

場
4
,7

6
4

薬
 品

 費
4
,0

9
4

 凝
集

剤
（
Ｐ

Ｓ
Ｉ）

2
,2

0
0

 次
亜

塩
素

　
（
 6

％
溶

液
）

2
9
9

 次
亜

塩
素

　
（
1
2
％

溶
液

）
1
,1

5
0

 水
質

検
査

試
薬

 （
D

P
D

液
体

試
薬

）
3
7
2

 チ
オ

硫
酸

ソ
ー

ダ
・
エ

タ
ノ

ー
ル

他
7
3

材
 料

 費
3
0
0

 修
理

材
料

3
0
0

受
 水

 費
5
2
,4

4
0

 県
水

受
水

量
　

　
7
7
1
,6

5
0
㎥

/
年

5
2
,4

4
0

賞
与

引
当

金
繰

入
額

1
,0

1
9

 期
末

・
勤

勉
分

1
,0

1
9

法
定

福
利

費
引

当
金

繰
入

額
1
9
0

 期
末

・
勤

勉
分

1
9
0

配
水

及
び

給
水

費
4
7
,0

8
6

4
6
,4

4
8

6
3
8

給
 料

9
,0

2
1

 職
員

２
人

分
9
,0

2
1

手
 当

4
,1

1
1

 扶
養

手
当

0

 地
域

手
当

1
8
1

 住
居

手
当

2
9
4

 通
勤

手
当

1
3
6

 時
間

外
勤

務
手

当
5
0
0

 管
理

職
特

別
勤

務
手

当
0

 管
理

職
手

当
3
6
0

 期
末

手
当

1
,4

2
6

 勤
勉

手
当

 
1
,2

1
4

法
 定

 福
 利

 費
2
,8

2
1

 共
済

組
合

負
担

金
2
,8

2
1
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比

  
  

較
節

説
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

明
款

・
項

目
本

 年
 度

前
 年

 度

備
 消

 耗
 品

 費
8
0
5

 備
品

費
7
0
5

 消
耗

品
費

1
0
0

光
 熱

 水
 費

3
3
6

3
3
6

通
 信

 運
 搬

 費
6
3

 遠
隔

監
視

装
置

通
信

料
6
3

委
 託

 料
7
,0

6
6

 配
水

施
設

除
草

業
務

　
（
２

６
箇

所
）

6
2
5

 漏
水

調
査

2
,2

0
0

 電
子

計
算

機
類

保
守

等
業

務
6
0
3

 漏
水

事
故

等
業

務
　

（
６

１
日

/
年

）
7
9
3

 水
道

管
理

シ
ス

テ
ム

更
新

業
務

委
託

他
 

2
,8

4
5

手
 数

 料
1
,7

9
5

 量
水

器
交

換
　

（
検

定
満

了
)

1
,7

0
7

 残
土

処
分

8
8

賃
 借

 料
7
7
7

 借
地

料
　

(Ｊ
R
東

日
本

都
市

開
発

・
２

箇
所

)
6

 電
子

計
算

機
類

借
上

料
7
7
1

修
 繕

 費
1
0
,0

0
0

 機
械

及
び

装
置

1
,0

0
0

 漏
水

修
理

9
,0

0
0

路
 面

 復
 旧

 費
1
,5

0
0

 舗
装

復
旧

1
,5

0
0

動
 力

 費
4
,1

8
8

 電
気

料
　

配
水

施
設

２
０

箇
所

4
,1

8
8

材
 料

 費
3
,1

4
4

 漏
水

修
理

用
材

料
1
,7

0
0

 路
面

復
旧

用
材

料
4
4
4

 配
水

施
設

修
理

用
材

料
等

1
,0

0
0

賞
与

引
当

金
繰

入
額

1
,2

4
0

 期
末

・
勤

勉
分

1
,2

4
0

法
定

福
利

費
引

当
金

繰
入

額
2
1
9

 期
末

・
勤

勉
分

2
1
9
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分

金
　

額
比

  
  

較
節

説
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

明
款

・
項

目
本

 年
 度

前
 年

 度

受
託

工
事

費
5
1
2

5
1
2

0

委
 託

 料
5
0
2

 新
規

増
設

工
事

1

 補
償

修
繕

工
事

1

 一
般

修
繕

工
事

5
0
0

材
 料

 費
1
0

 工
事

等
材

料
1
0

総
係

費
5
0
,2

3
2

4
7
,4

7
5

2
,7

5
7

給
 料

1
3
,0

5
4

 職
員

３
人

分
1
3
,0

5
4

手
 当

6
,7

6
4

 扶
養

手
当

3
3
6

 地
域

手
当

2
6
8

 住
居

手
当

2
5
6

 通
勤

手
当

7
5

 時
間

外
勤

務
手

当
3
0
0

 管
理

職
特

別
勤

務
手

当
 

1
6
0

 管
理

職
手

当
9
6
0

 期
末

手
当

2
,4

0
7

 勤
勉

手
当

2
,0

0
2

報
 酬

2
,6

2
4

 会
計

年
度

任
用

職
員

報
酬

　
（
１

人
分

）
2
,5

0
4

 上
水

道
審

議
会

委
員

報
酬

　
（
１

０
人

分
）

1
2
0

法
 定

 福
 利

 費
4
,3

0
4

 共
済

組
合

負
担

金
（
職

員
３

人
分

）
4
,1

5
2

 共
済

組
合

負
担

金
（
会

計
年

度
任

用
職

員
１

人
分

）
1
5
2

旅
 費

8
 普

通
旅

費
8

被
 服

 費
2
0

 作
業

服
等

2
0

備
 消

 耗
 品

 費
3
1
9

 消
耗

品
費

3
1
9

燃
 料

 費
5
2
0

 庁
用

車
ガ

ソ
リ
ン

4
9
8

 庁
用

車
軽

油
2
2
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区
　

　
　

　
分

金
　

額
比

  
  

較
節

説
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

明
款

・
項

目
本

 年
 度

前
 年

 度

光
 熱

 水
 費

9
8

 浄
水

場
ガ

ス
料

金
7
4

 集
落

排
水

使
用

料
（
浄

水
場

・
膜

ろ
過

施
設

）
2
4

印
 刷

 製
 本

 費
1
,2

3
6

 検
針

票
 

3
2
6

 納
入

通
知

書
 

2
3
9

 督
促

通
知

書
 

2
1
4

 再
請

求
通

知
1
8
3

 再
引

落
通

知
1
7
2

 窓
あ

き
封

筒
1
0
2

通
 信

 運
 搬

 費
1
,8

1
8

 郵
便

料
金

1
,2

4
6

 電
信

電
話

料
金

5
7
2

委
 託

 料
7
,4

9
0

 検
針

業
務

 
3
,3

8
0

 電
子

計
算

機
類

保
守

等
業

務
4
,1

1
0

手
 数

 料
2
,5

0
1

 水
道

料
金

口
座

振
替

手
数

料
5
3
5

 庁
用

車
車

検
代

行
手

数
料

等
6
8

 ｺ
ﾝ

ﾋ
ﾞﾆ

収
納

・
口

座
振

替
ﾃ

ﾞｰ
ﾀ
伝

送
手

数
料

等
1
,8

9
8

賃
 借

 料
2
,6

7
8

 電
子

計
算

機
類

借
上

料
2
,3

1
0

 複
写

機
使

用
料

3
3
2

 電
話

機
使

用
料

1
2

 Ｎ
Ｈ

Ｋ
受

信
料

1
3

 清
掃

用
具

使
用

料
1
1

修
 繕

 費
4
1
4

 事
務

所
修

繕
費

5
0

 庁
用

車
及

び
運

搬
具

3
6
4

研
 修

 費
3
0

 職
員

研
修

参
加

費
3
0
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分

金
　

額
比

  
  

較
節

説
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

明
款

・
項

目
本

 年
 度

前
 年

 度

交
 際

 費
1
0

 事
業

管
理

者
交

際
費

1
0

公
 課

 費
5
4

 庁
用

車
重

量
税

 
5
4

会
 費

 負
 担

 金
3
,2

7
0

 日
本

水
道

協
会

会
費

9
5

 そ
の

他
会

費
3
7

　
  

日
本

水
道

協
会

埼
玉

支
部

8

　
  

入
間

西
部

水
道

研
究

会
等

2
7

  
  

大
満

共
同

ア
ン

テ
ナ

組
合

2

 退
職

手
当

負
担

金
3
,1

3
8

保
 険

 料
1
,0

4
3

 町
有

物
件

災
害

共
済

分
担

金
 

3
4
1

　
  

町
有

建
物

災
害

共
済

1
8
9

　
  

庁
用

車
自

動
車

共
済

1
5
2

 水
道

施
設

賠
償

責
任

保
険

料
1
2
7

  
  

総
合

賠
償

責
任

保
険

1
2
7

 自
賠

責
保

険
料

 
7
9

  
  

庁
用

自
動

車
賠

償
責

任
保

険
7
9

 任
意

保
険

料
4
9
6

賞
与

引
当

金
繰

入
額

1
,6

4
7

 期
末

・
勤

勉
分

1
,6

4
7

法
定

福
利

費
引

当
金

繰
入

額
3
3
0

 期
末

・
勤

勉
分

3
3
0
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分

金
　

額
比

  
  

較
節

説
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

明
款

・
項

目
本

 年
 度

前
 年

 度

減
価

償
却

費
6
1
,5

8
7

6
1
,8

6
9

△
 2

8
2

有
形

固
定

資
産

6
1
,4

8
7

 建
物

4
,2

1
1

減
価

償
却

費
 構

築
物

4
2
,7

7
7

 機
械

及
び

装
置

1
0
,8

8
6

 車
両

及
び

運
搬

具
5
7
4

 工
具

器
具

及
び

備
品

 
5
6
5

 Ｒ
6
取

得
資

産
分

2
,4

7
4

無
形

固
定

資
産

1
0
0

 水
利

権
1
0
0

減
価

償
却

費

資
産

減
耗

費
1
,3

0
0

1
,3

0
0

0

固
定

資
産

除
却

費
1
,0

0
0

 構
築

物
等

資
産

除
却

1
,0

0
0

た
な

卸
資

産
減

耗
費

3
0
0

 た
な

卸
資

産
減

耗
費

3
0
0

そ
の

他
営

業
費

用
2
6

2
6

0

材
料

売
却

原
価

2
5

 材
料

売
却

原
価

2
5

そ
の

他
雑

支
出

1
 項

目
設

定
1

営
業

外
費

用
1
0
,7

1
5

1
0
,7

6
1

△
 4

6

支
払

利
息

及
び

7
1
3

7
5
9

△
 4

6

企
業

債
取

扱
諸

費
企

業
債

利
息

7
1
2

 財
務

省
理

財
部

 
4
2
7

 地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

2
8
5

借
入

金
利

息
1

 項
目

設
定

1

雑
支

出
2

2
0

不
用

品
売

却
原

価
1

 項
目

設
定

1

そ
の

他
雑

支
出

1
 項

目
設

定
1

消
費

税
1
0
,0

0
0

1
0
,0

0
0

0

消
費

税
1
0
,0

0
0
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0
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節
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損
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損
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収
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,0
0
0
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5
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0
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0
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0
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金
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0
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0
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3

8
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0
0

△
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庫

補
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0
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0
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支
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条
（
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千
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6
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3
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7
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0
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膜
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台
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0
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西
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固
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固
定

資
産

購
入

費
4
,1

5
4

 公
有

財
産

購
入

費
1
,4

2
6

 量
水

器
購

入
費

2
,7

2
8

企
業

債
償

還
金

8
,2

8
1

7
,0

1
2

1
,2

6
9

企
業

債
償

還
金

8
,2

8
1

7
,0

1
2

1
,2

6
9

企
業

債
償

還
金

8
,2

8
1

 財
務

省
理

財
部

3
,1

4
9

 地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

5
,1

3
2

比
  

  
較

節
説

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
明

款
・
項

目
本

 年
 度

前
 年

 度

-23-



（
１

）
　

総
　

括

1
0

9

0
0

1
0

9

1
0

9

0
0

1
0

9

0
0

0
0

0
0

7
,1

0
7

6
,8

8
1

2
2
6

1
,3

2
0

1
,2

6
0

2
,2

4
4

3
8
0 0

3
8
0

管
理

職
手

当
期

末
手

当

報
　

　
　

　
酬

給
　

　
　

　
　

与
　

　
　

　
　

費

2
,6

2
4 0

2
,6

2
4

2
,2

4
4

2
0
,9

7
0

給
　

　
　

　
料

職
 員

 手
 当

計

給
  

与
  

費
  

明
  

細
  

書

△
 7

6
5

△
 1

4
6

0
比

　
較

3
,1

3
8

△
 4

2
6
7
8

2
2
3

3
,9

0
3

5
,8

0
3

1
,3

0
0

△
 2

0
1

0

7
5
0

1
6
0

3
3
4

6
0
4

1
6
0

内
　

　
 訳

前
年

度
3
7
8

0
5
3
5

職
員

手
当

本
年

度
3
3
6

6
7
8

6
,0

2
6

1
,3

0
0

備
考

5
,0

1
3

区
　

分
扶

養
手

当
地

域
手

当
勤

勉
手

当
時

間
外

勤
務

手
当

通
勤

手
当

住
居

手
当

管
理

職
員

特
別

勤
務

手
当

退
職

手
当

負
担

金

3
3

3
3

3
,8

7
9

1
,1

3
4

5
,0

1
3

0
0

0
0

3
,8

7
9

比  較

利
益

勘
定

支
弁

職
員

3
,4

6
6

資
本

勘
定

支
弁

職
員

0

合
　

　
　

計
3
,4

6
6

5
3
,2

3
3

5
3
,2

3
3

1
0
,2

9
5

6
3
,5

2
8

0
0

0
0

1
0
,2

9
5

6
3
,5

2
8

2
1
,0

0
3

前 年 度

利
益

勘
定

支
弁

職
員

3
0
,0

1
9

資
本

勘
定

支
弁

職
員

0

合
　

　
　

計
3
0
,0

1
9

2
0
,9

7
0

0

2
1
,0

0
3

5
7
,1

1
2

1
1
,4

2
9

5
7
,1

1
2

1
1
,4

2
9

6
8
,5

4
1

0
0

0
0

利
益

勘
定

支
弁

職
員

3
3
,4

8
5

資
本

勘
定

支
弁

職
員

0

合
　

　
　

計
3
3
,4

8
5

（
単

位
：
千

円
）

区
　

　
　

分
法

 定
 福

 利
 費

合
  
  
  
  
計

6
0
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①
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②
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0
0
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0

0

0

管
理

職
員

特
別

勤
務

手
当

退
職

手
当

負
担

金

資
本

勘
定

支
弁

職
員

備
　

　
　

考

6
3
9

5
6
9

7
0

時
間

外
勤

務
手

当
通

勤
手

当
住

居
手

当
勤

勉
手

当
区

　
分

扶
養

手
当

地
域

手
当

管
理

職
手

当
期

末
手

当

0
0

0

5
7
8

7
0

3
8
0 0

7
8
6

0
0

比  較

利
益

勘
定

支
弁

職
員
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２
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給
料
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職
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手
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議案第２５号

令和７年度越生町農業集落排水事業会計予算

令和７年度越生町農業集落排水事業会計予算を別冊のとおり定めることについて議決を求める。

令和７年３月４日提出

越生町長 新 井 康 之

提 案 理 由

令和７年度越生町農業集落排水事業会計予算を調製したので、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２４条第２項

の規定により提出するものである。






























